（様式第２号）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日　

農業経営改善促進資金（スーパーＳ資金）
資金利用申込書兼借入申込書認定申請書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    （市町）特別融資制度推進会議会長　　様
    （融資機関）

                                          所　　在

                                        　名　　称

　                                        代 表 者                            印

　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　年　　月　　日　　　　　　　　　　　　から提出があった資金利用申込書兼借入申込書について、下記のとおり極度額等を設定しました。

申込を承諾するため、長崎県農業経営改善促進資金融資事業事務取扱要領第２の１の(4)に基づき、資金利用申込書兼借入申込書の認定を受けたいので、関係書類を添えて申請します。
	予定
極度額
（千円）
	
	初年度
	２年目
	３年目
	４年目
	５年目

	
	当座貸越
	
	
	
	
	

	
	手形貸越
	
	
	
	
	

	資金使途
	

	利　　率
	　　　　　　　　　　　　％（ただし、変動金利方式）

	貸出方法
	　　　　　当座貸越　　手形貸付　　証書貸付

	資金必要時期
	　　　　　　年　　　月頃

	返済期限
	　　　　　　年　　　月

	償還方法
	

	保　　証
	

	担　　保
	

	営農区分
	

	融資機関意見欄


	


（様式第３号）　　　　　　　　　　　　　

農業経営改善促進資金（スーパーＳ資金）
資金利用申込書兼借入申込書認定通知書

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　第　　　　　号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（市町）特別融資制度推進会議会長　　様　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

             （融資機関）

                                          　　                            印

　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　年　　月　　日付で申請のあった資金利用申込書兼借入申込書については、長崎県農業経営改善促進資金融資事業事務取扱要領第２の２の(1)に基づく審査の結果、農業経営改善計画を資金面に投影した資金利用申込書兼借入申込書として適当である旨認定しましたので通知します。

認定期日：　　　年　　月　　日

認定番号：　　　　　　　　　号

資金利用申込書兼借入申込書認定金額

（単位：千円）

	年度

資金名
	年度
	年度
	年度
	年度
	年度

	農業経営改善促進資金（極度額等）
	
	
	
	
	


農業経営改善計画認定番号等

　　　　　氏　　名　　　：

　　　　　認定期日　　　：　　　年　　月　　日

　　　　　認定番号　　　：　　　　　　　　　号

　　　　　認定の有効期間：　　　年　　月　　日まで

（様式第４号）　　　　　　　　　　　　　　
　　農業経営改善促進資金（スーパーＳ資金）

資金利用申込書兼借入申込書認定通知書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（融資機関）　　

　　　　　　　　　　　　様　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

             （市町）特別融資制度推進会議会長

                                          　　                            印

　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　年　　月　　日付で申請のあった資金利用申込書兼借入申込書については、長崎県農業経営改善促進資金融資事業事務取扱要領第２の２の(2)に基づく審査の結果、農業経営改善計画を資金面に投影した資金利用申込書兼借入申込書として適当である旨認定しましたので通知します。
認定期日：　　　年　　月　　日

認定番号：　　　　　　　　　号

資金利用申込書兼借入申込書認定金額

（単位：千円）

	年度

資金名
	年度
	年度
	年度
	年度
	年度

	農業経営改善促進資金（極度額等）
	
	
	
	
	


農業経営改善計画認定番号等

　　　　　氏　　名　　　：

　　　　　認定期日　　　：　　　年　　月　　日

　　　　　認定番号　　　：　　　　　　　　　号

　　　　　認定の有効期間：　　　年　　月　　日まで

（様式第５号）　　　　　　　　　　　　　　

　　

農業経営改善促進資金（スーパーＳ資金）
借入手続のご案内

　　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（融資機関）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

	借 入 申 込 者
	〒
	長崎県　　　　市　　　

郡　　　



	
	氏  名
	ﾌﾘｶﾞﾅ

Ｔ・Ｓ・Ｈ
　  年　  月　  日生（    才）
	電話番号

（　　　　）

　　　－


かねてお申込みの資金については、下記貸出条件でよろしければ、借入手続きをお取り運びいただきますようご案内いたします。
	貸　　出　　条　　件

	決定極度額等

（　　　年度）
	当座貸越
	千円

	
	手形貸付
	千円

	
	証書貸付
	千円

	資金使途
	

	利　　率
	　　　　　　　　　　　％（ただし、変動金利方式）

	貸出方法
	　　　　　当座貸越　　手形貸付　　証書貸付

	返済期限
	　　　　　　年　　　月頃

	償還方法
	　　　　　　年　　　月

	保　　証
	

	担　　保
	

	営農区分
	



※決定極度額等については、毎年度お知らせいたします。
（様式第６号）　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 農業経営改善促進資金（スーパーＳ資金）
資金利用申込書兼借入申込書認定通知書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　                          　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日　

（市町）特別融資制度推進会議会長　　様　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

             （融資機関）

                                          　　                            印

　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　年　　月　　日付で申請のあった資金利用申込書兼借入申込書については、長崎県農業経営改善促進資金融資事業事務取扱要領第２の５の(2)に基づき、資金の利用継続を認定しましたので通知します。
認定期日：　　　年　　月　　日

資金利用申込書兼借入申込書認定金額（利用継続分）
（単位：千円）

	年度

資金名
	年度
	年度
	年度
	年度
	年度

	農業経営改善促進資金（極度額等）
	
	
	
	
	


農業経営改善計画認定番号等
　　　　　氏　　名　　　：

　　　　　認定期日　　　：　　　年　　月　　日

　　　　　認定番号　　　：　　　　　　　　　号

　　　　　認定の有効期間：　　　年　　月　　日まで
（様式第７号）　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　　　号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日　

長崎県知事　

　　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（融資機関）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

 　　　年度農業経営改善促進資金の貸付予定目標額について

　　　年度における農業経営改善促進資金の貸付予定目標額について、長崎県農業経営改善促進資金融資事業実施要綱第５の１の(1)の規定に基づき、下記のとおり提出します。

記

　貸付予定目標額（見込年間平均残高）　　　　　　　　　　　百万円

　

（参考）見込年間平均残高の積算根拠

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円、人）
	
	４月
	５月
	６月
	７月
	８月
	９月
	10月
	11月
	12月
	１月
	２月
	３月

	月末

見込残高
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	取引契約

者数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	極度額等

の合計額
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


注：１　取引契約者及び極度額等の合計額は、それぞれ各月末の見込みを記入。

（様式第８号）　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日　

（融資機関）　

　　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　（長崎県知事）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

 　　年度農業経営改善促進資金に係る融資機関別の貸付目標額

及び低利預託基金預託額の通知について

　　　このことについて、長崎県農業経営改善促進資金融資事業実施要綱第５の１の(2)の規定に基づき、貴（融資機関名）に係る分を下記のとおり通知します。

記

　

（単位：百万円）

	貸付目標額

（見込年間平均残高）
	低利預託基金預託額

（計　画　額）

	
	


（様式第９号）　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日　

長崎県農業信用基金協会

　　　　　　　会長理事　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　（長崎県知事）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

 　　　　年度農業経営改善促進資金に係る融資機関別の貸付目標額

及び低利預託基金預託額の通知について
このことについて、長崎県農業経営改善促進資金融資事業実施要綱第５の１の(2)の規定に基づき、別紙１のとおり通知します。

なお、これに伴う、都道府県低利預託基金造成計画は、別紙２のとおりです。

別紙１（様式第９号関係）

年度農業経営改善促進資金に係る融資機関別の貸付目標額

及び低利預託基金預託額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）
	融資機関名
	貸付目標額

（見込年間

平均残高）
	低利預託基金預託額

（計　画　額）

	
	
	
	うち都道府県

	
	
	
	低利預託基金分
	うち上乗せ預託基金分

	
	
	
	
	

	合　計

	
	
	
	


注：「うち上乗せ預託基金分」は、長崎県独自の制度により、民間金融機関からの借入
金額を超える額を基金協会に出捐する分をいう。

別紙２（様式第９号関係）

　年度農業経営改善促進資金に係る都道府県低利預託基金造成計画

（単位：百万円）

	出捐機関
	出捐額
	出捐形態
	出捐予定時期

	
	
	
	

	合　計


	
	
	


· 注：１　「出捐形態」欄には、出捐の形態（交付金、預託金、無利子貸付金、有利子貸　　

付金、利子補給金等）を記入する。

　　　 ２　出捐予定時期が２回以上となる場合は、出捐機関別に小計欄を設ける。

（様式第10号）

長崎県農業経営改善促進資金預託基金原資貸付契約書
　長崎県知事　　（以下「甲」という。）は、長崎県農業信用基金協会会長理事　　（以下「乙」という。）との間に、長崎県農業経営改善促進資金融資事業実施要綱（以下「要綱」という。）第５の２の（２）の規定に基づく県資金の貸付について、次のとおり契約を締結する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（低利預託基金原資貸付）
第1条 甲は、乙に対して長崎県農業経営改善促進資金低利預託基金（以下「低利預託基
金」という。）の原資として 金　　　　　円を無利子で貸し付けるものとする。
２　乙は前項の規定により低利預託基金の原資を借り受けたときは、甲の指定する融資機関に預託するものとする。
（貸付期間）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第２条　この資金の貸付期間は、　　年　月　日から　　年　月　日までとする。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（低利預託基金の預託の条件）
第３条　第１条第２項の預託を行う場合の預託の条件は、次のとおりとする。
（１）期　間　　　　年　月　日から　　年　月　日までとする。
（２）利　率　　年１％
                　ただし、預託予定日の14日前の日の属する週に日本銀行が作成した「預金種類別店頭表示金利の平均年利率等について」（当該週に作成されない場合には預託予定日の21日前の日の属する週に作成されたもの）における「預入金額が３百万円以上１千万円未満の定期預金の預入期間別平均年利率」に掲げる預入期間が１年の利率が１％未満のときは、当該利率
（３）運　用　　　低利預託基金の運用については、要綱及び長崎県農業経営改善促進資
　　　　　　　　金融資事業事務取扱要領（以下「要領」という。）の定めるところによる。
（報告）
第４条　乙は、前条の預託状況を上半期（４月１日から９月30日まで。）・下半期（１０月1日から３月31日まで。）ごとに上半期末及び下半期末の翌々月の15日までに甲に報告するものとする。
（原資の納付）
第５条　乙は、第１条の低利預託基金の原資を甲が提出する適法な納付書を受理した場合
は、支払期日までに納付するものとする。
（契約の解除及び違約金）
第６条　甲は、乙が次の各号の一に該当するとき、又はそのおそれがあることが明らかなときには、この契約を解除し、又は変更し、すでに貸し付けた低利預託基金の原資の全部又は一部の返還を請求することができる。
（１）その責に帰すべき事由により、甲の指定する融資機関に預託を行っていないと明らかに認められるとき。
（２）正当な理由なく、業務に着手すべき期日を過ぎても業務に着手しないとき。
（３）前２号に掲げる場合のほか、この契約に違反し、その違反によって契約の目的を
　　　達成することができないと認められるとき。
（４）契約の履行につき不正の行為があったとき。
２　前項の規定により契約が解除された場合は、乙は貸付金の１００分の１０に相当する金額を違約金として甲に支払うものとする。
（返還）
第７条　甲は、乙の責に帰すべき事由により乙が要綱及び要領又はこの契約の条項に違反
したときは、乙に対する低利預託基金の原資の全部若しくは一部の返還を命ずることが
できる。
（延滞金）
第８条　乙が前条の規定により返還することとなった低利預託基金の原資を甲の指定する
日までに返還しなかったときは、その日の翌月から返還の日までの日数に応じ、当該
金額につき年　　　％の割合で計算した延滞金を支払わなければならない。
（暴力団等の排除に係る契約解除）
第９条　甲は、乙が長崎県が行う各種契約等からの暴力団等排除要綱（平成22年９月13
日施行）別表1に掲げる措置要件のいずれかに該当すると認められた場合、催告その他
の手続を要することなく、この契約を即時解除することができる。
２　甲が、前項の規定により、この契約を解除した場合には、甲はこれによる乙の損害を
　賠償する責を負わない。
３　第１項の規定により、この契約を解除した場合は、乙は貸付金の１００分の１０に相当する金額を違約金として甲に支払うものとする。
（損害賠償）
第１０条　この契約の履行に当たり、乙の責に帰すべき事由によって、甲に損害を与えたときは、乙は、甲に対し、当該損害を賠償しなければならない。ただし、天災その他の不可抗力による損害と認められるときは、この限りでない。
（返済遅延の場合の遅延利息）
第１１条　乙の責に帰すべき事由により、返済が遅延した場合は、甲は、遅延日数に応じ、
年　　　％の割合で計算した額の遅延利息を乙に請求することができる。
（個人情報の保護）
第１２条　乙は、この契約による業務を行うため個人情報を取り扱う場合は、別記「個人
情報取扱特記事項」を遵守しなければならない。
（支出証拠書類の保管）
第１３条　乙は、本契約業務に関する支出証拠書類を整備し、これを業務の完了の翌年度から５年間保存しなければならない。
（協議）
第１４条　この契約及び要綱、要領に定めのない事項並びにこの契約に関する事項につい
て疑義が生じたときは、その都度、甲乙協議のうえ定める。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
この契約を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各自１通を保有する。
　　　　　　　　　年　月　日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　甲　長崎市尾上町３番１号
長崎県知事
　　　　　　　　　　　　　　乙　（基金協会住所）
長崎県農業信用基金協会会長理事
（様式第11号）　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日　
（長崎県知事）

　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（融資機関）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

農業経営改善促進資金融通事業の取扱いに係る届け出について

　農業経営改善促進資金融通事業の取扱いについて、長崎県農業経営改善促進資金融資事業実施要綱第５の２の(4)の②に基づき届け出ます。

（様式第12号）

資金供給に関する基本契約書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　長崎県農業信用基金協会（以下「甲」という。）と（融資機関）　　　（以下「乙」という。）は、長崎県農業信用基金協会業務方法書第　　条の　の定めるところにより、資金の供給（以下「低利預託基金の預託」という。）に関し、次のとおり契約を締結する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（低利預託基金の預託）　　　　　　　　　　　　　　　　
第１条　甲は、乙に対して低利預託基金を預託するものとする。

　２　乙は、前項の規定により低利預託基金の預託を受けたときは、乙所定の証書を甲に　　提出するものとする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（低利預託基金の預託の条件）　　　　　　　　　　　　　
第２条　甲の乙に対する低利預託基金の預託の条件は、次のとおりとする。

(1)期　間　　　１年以内で別に定める期間とする。

(2)利　率　　　年１パ－セント

　　　　　　　　　ただし、預託予定日の14日前の日の属する週に日本銀行が作成した「預金種類別店頭表示金利の平均年利率等について」（当該週に作成されない場合には貸付予定日の21日前の日の属する週に作成されたもの）における「預入金額が３百万円以上１千万円未満の定期預金の預入期間別平均年利率」に掲げる預入期間が１年の利率が１％未満のときは、当該利率
(3)利息の支払　利息は、毎年９月、３月の各末日及び預託を受けた低利預託基金の返

還の日に支払うものとし、各支払日に支払うべき利息の計算方法は、低

利預託基金の預託の日又は前回支払日から次の支払日の前日又は預託を受けた低利預託基金の返還の日の前日までの期間とする。

(4)返　還　　　乙は、低利預託基金の預託期間満了の日又は甲から返還請求があった　　　　　　　　
ときは、甲の指定する日に預託を受けた低利預託基金を甲に返還するも　　　　　　　　
のとする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（貸付け）　
第3条 乙は、第１条の規定により預託を受けた低利預託基金の額の３倍に相当する額の　
資金を長崎県農業経営改善促進資金融資事業実施要綱および農業経営改善促進資金融通事業実施要綱（平成６年６月29日６農経A第665号農林水産事務次官依命通知）（以下「実施要綱等」という。）の定めるところにより、貸し付けるものとする。
（報告）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第４条　乙は、前条の貸付状況を上半期末及び下半期末の翌月の末日までに甲に報告するものとする。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（返還）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第５条　甲は、乙の責めに帰すべき事由により乙が実施要綱等又はこの契約の条項に違反したときは、乙に対する低利預託基金の全部若しくは一部の返還を命ずることができる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（延滞金）
第６条　乙が前条の規定により返還することとなった低利預託基金を甲の指定する日まで　に返還しなかったときは、その日の翌日から返還の日までの日数に応じ、当該金額につ　き年　　　パーセントの割合で計算した延滞金を支払わなければならない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（変更）
第７条　この契約の内容に変更を加えようとするときは、そのつど甲及び乙が長崎県と協　議して定めるものとする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（協議）
第８条　この契約及び実施要綱等に定めのない事項並びにこの契約について疑義が生じた場合には、甲及び乙が長崎県と協議して定めるものとする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　この契約を証するためこの契約書を２通作成し、甲・乙記名押印の上、各自その１通
を保有するとともに、その写しを長崎県に提出するものとする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　年　　月　　日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　甲　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　乙　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（様式第13号）　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　　　　　号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日

　長崎県農業信用基金協会

　　　　　　　　会長理事　　様

（長崎県知事）

印

年度農業経営改善促進資金に係る低利預託基金の預託の指示について

　このことについて、長崎県農業経営改善促進資金融資事業実施要綱第５の２の(3)の①の規定に基づき、別紙１のとおり指示する。

　なお、これに伴う都道府県低利預託基金の内訳は、別紙２のとおりとする。

別紙１（様式第13号関係）
　年度農業経営改善促進資金に係る低利預託基金の預託の指示

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

	融資
機関名
	貸付
目標額

(見込年間
平均残高)
	低利預託基金の預託

	
	
	計　画　額
	実　行　額

	
	
	
	内上乗せ預託基金分
	指示済額
	今回指示分

	
	
	
	
	
	内上乗せ預託基金分
	預託期間
	預託額

	
	
	
	
	
	
	
	
	内上乗せ預託基金分

	
	
	
	
	
	
	　年

　月　日

　年

　月　日
	
	

	合　計


	
	
	
	
	
	
	
	


注：１「うち上乗せ預託基金分」は、長崎県独自の制度により、民間金融機関からの借入
金額を超える額を基金協会に出捐する分をいう。

　

別紙２（様式第13号関係）

　年度農業経営改善促進資金に係る都道府県低利預託基金

内訳（今回指示分）

（単位：百万円）

	出捐機関
	出捐額
	出捐形態
	出捐期間（年月日）

	
	
	
	　　年　月　日

　　年　月　日

	合　計


	
	
	


· 注：「出捐形態」欄には、出捐の形態（交付金、預託金、無利子貸付金、有利子貸付金、　

利子補給金等）を記入する。
（様式第14号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　　　　　号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日

（融資機関）　

　　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　（長崎県知事）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

　　年度農業経営改善促進資金に係る低利預託基金の預託指示の通知について

　このことについて、長崎県農業経営改善促進資金融資事業実施要綱第５の２の(3)の①の規定に基づき、貴（融資機関）に係わる分を長崎県農業信用基金協会に下記のとおり指示したので、通知します。

記

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）
	貸付目標額

（見込年間

　平均残高）
	低　利　預　託　基　金　の　預　託

	
	計 画 額
	実 行 額

	
	
	指示済額
	今回指示分

	
	
	
	預託期間
	預託額

	
	
	
	
	


